






































































熱帯地域。一年中「夏」 亜熱帯地域 四季はあるが、夏は蒸し暑い 








































































































































































































































































 社長 総務 生産管理 編織 染工 計 
社 長 ・ 課 長 1 1 1 1 1 5 
課 長 補 佐  1    1 
スーパーバイザー   5 1  6 
フォアウーマン   13   13 
通 訳  2 1 1  4 
メ カ ニ ッ ク   12 3  15 
オ フ ィ サ ー  10 4 1  15 
ワ ー カ ー  2 573 40  615 
ア ル バ イ ト   8   8 






























工場を設立した。進出時の社名は MANI MEINFER CO. LTD（MMC）であり、合弁会社であった。
その後、1999年にミャンマーのヤンゴンに MANI YANGON LTD (MYL)がマニー100％出資で第２
の工場として設立されている。そして、MANI HANOI CO. LTD（MHC）は３番目の海外工場として
MMC の近くに2004年に設立されたのである。３つの工場とも稼働中である。 
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現在は MHC が他の２つの会社の親会社になっている。そして MHC は日本のマニーの子会社で
ある。従業員数は、海外工場３社合わせて約1,400名であり、MHC はその内750名と最大であり、他
の２社は約300名ずつである。女性の比率が男性より高く７対３位である。また、今年（09年）の７
月１日付けで MMC と MHC は合併し、MHC が MMC を吸収し MHC だけになる予定である。また、
４つ目の工場をラオスに建設中であり、年内の完成を目指している。MANI VIENTIANE CO. LTD 
(MVC)である。ビエンチャンから少し行ったところに立地している。 
同社の生産品目は、医療用縫合針・器具・機器の生産である。具体的には、外科用アイド縫合針、
針糸付縫合針、歯科用根管治療機器、眼科治療機器の加工などである。 
MHC ではこれまでの国際経営の通念とは違ったユニークな経営が行われている。まず、立地の
点でいえば、同社の工場は首都からかなり離れた場所に位置している。しかも、工業団地などに入
居しないという方針を貫いていることだ。ミャンマーやラオスでも同じ方針である。工場団地に入
れば、例えば環境問題に関して排水その他で近隣住民からの苦情があるかもしれないが、田んぼの
真ん中のようなところに工場をつくればそのような苦情はない。また、安い労働力も、工業団地で
は平均化してしまいメリットが少ない。あるいは何かにつけ抜け掛けしようものなら非難されるの
は必定である。反対に、都市からかなり離れている立地ではそのような問題は発生しないし、採用
に関しても数十名の募集で150名から160名という多数の応募者があり、不利益は感じられないとい
う。しかも、ベトナムは平均年齢が27歳～28歳の国なので、当地でも若い従業員の募集には事欠か
ない。 
もっともそうは言っても日系企業や業界についての情報が聴けないといった不利があるのは事
実なので、日系企業の経営者の集まりやベトナム日本商工会議所の集まりなどに出席するなどそれ
を補う努力はしているようである。また、空港には近くて便利な立地だが、港湾には遠いので船便
だと日本から１カ月はかかってしまう。船便だと上陸してからのコストもばかにならない。しかし、
総合的にみれば上記のような立地の方針は今までは当を得ていたのである。この決定を行った本社
の松谷貫司会長に先見の明があったということかもしれない。また、ハノイ進出については、松谷
会長（当時社長）が中国などを含めて何か所もアジア諸国を回って実地調査を行った末決定したと
のことである。 
次に、昇給やボーナスと人事評価制度との関係については、ベトナム人の考え方として他の従業
員と差を付けるよりも、全員一律な昇給やボーナスを望んでおり、労働組合もそのように希望して
いるとのことだった。ベトナムは所得でも人材でも「真中がいない」といわれ、何事にも上下の差
が大きいのが特徴であると聞いていたので、MHC でのこの回答は意外であった。ベトナム企業全
般にそうなのか、日系企業の特徴なのか、あるいはマニーの従業員だけの特徴なのか今後検討の余
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地があるといえよう。 
MHC では、日本人社長はマニーグループとして利益を上げるのが目的であることを全従業員に
認識してもらい、また国籍がどことかいう前に、グループの一員としての自覚を持つように指導し
ており、さらに仕事においては上下の差はないという考え方で臨んでいる。 
第２のユニークな点は管理職や事務スタッフが社長や本社とのコミュニケーションの手段とし
て日本語を使っていることである。社内での社長との直接の対話、電話、メイルなどすべてが日本
語で行われると同時に、日本本社との電話やメイル等の交換も日本語で行われている。従来、国際
経営論では現地子会社の社長に現地人がなれない理由として日本の本社サイドが英語で対応できる
人が少ないためであり、従って「内なる国際化」が必要であるとの論調が支配的である。この点、
同社では社内で日本人上司と日本語でコミュニケーションしているので将来経営管理に精通した有
能な現地人が出現し社長になっても日本語で本社とコミュニケーションできるのであり、これが可
能なら「内なる国際化」論などは論点でなくなるかもしれない。少なくとも現地人管理職や事務ス
タッフが日常オフィスでのオペレーションは日本語でやっているのである。 
なぜこんなことがベトナムの片田舎でできるのであろうか。750名の社員のうちこれまで100名以
上は日本の本社に行って研修を受けたことがあり、現在も15,6名は行っているそうである。しかし、
日本語検定試験の級を持っていたり、日本語学校に通った経験のある人はほとんどおらず、日本語
は自学自習であるというのである。これが可能だとすれば、全世界の日系企業は日本本社と日本語
でコミュニケーションを行った方がスムーズに行くかもしれない。従来の常識を打ち破る注目すべ
き経営のやり方ではなかろうか。 
 
おわりに 
本稿では、ベトナムでの直接投資の環境と動向について触れ、特に日系企業の現地生産と人的資
源管理の現状と課題を中心に検討してきた。現在、日系企業のベトナムへの進出は、「チャイナ・プ
ラスワン」として語られることが多い。「チャイナ・プラスワン」は中国でのチャイナ・オペレーシ
ョンによって獲得した知識と経験をもとにさらにアセアン（現時点ではベトナムが中心）への展開
を進めようとする現象である。つまり、「チャイナ・プラスワン」には日系企業の中国という外国を
経由したさらなるアセアンへの展開にその本質があることを理解すべきであろう（加藤、2007）。従
って、このような進出は当然日本人だけではなし得えないわけで、現場で中心的な役割を演じてい
る中国人の協力を得ることが必要となる。しかし、この点については今回の JETRO や日系企業での
聞き取り調査では、ベトナム工場の従業員の教育訓練を日本や中国で行う企業もあるといった情報
や中国ではないがフィリピンやインドネシアの工場から技術専門職をベトナム工場に派遣している
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企業があるという情報が僅かに得られた程度であった。 
白木（2006）によれば、日本の多国籍企業は欧米のそれと比較して、「多国籍内部労働市場」を
形成していて日本国籍を有する本国籍人材（PCNｓ）が親会社から子会社に派遣されたり子会社間
を移動して現地国籍人材（HCNｓ）を統括・統制する親会社の中央集権的体制を補佐しており、そ
の際欧米多国籍企業のように進出先国で活躍する第３国人材（TCNｓ）は多くないし、ましてや経
営者や管理者として重責を果たしている第３国人材は極めて少ないことも明らかにしている。つま
り、日本多国籍企業はこのような「二国籍企業」から脱却し、文字通りの「多国籍企業の人的資源
管理」を行う必要性を強調している。多国籍企業の真骨頂は、それが有する多国籍の人材の能力を
最大限有効に活用してこそ実現し得るものといえるのである。 
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